
Ⅰ　施策の実施状況

１　施策全体の事業費

２　成果指標の達成状況

３　施策の進捗状況

施策番号 4

施策評価シート（評価対象年度：令和元年度）

基本政策 1 子育て・教育・学び

伝統芸能等保護活動団体数 団体 10 10 10 10 10 10

実現に向けた取組
①文化財の調査と保護
②伝統文化の保存と継承
③歴史・文化資源を生かした地域の活性化

施策担当課・係 生涯学習課 文化・文化財係

施策関係課・係 商工観光課 商工振興係

郷土の歴史・文化

10年後のまちの姿
○歴史・文化に触れることを通じて、多くの市民が郷土への関心や愛着を深めています。
○歴史・文化に関心を持つ市民による自主的な取組が生涯学習活動や地域の活性化につながっています。

施策展開の
基本的な考え方

　行政は、まちの財産である文化財等の保存・継承に責任を持つとともに、その実現のために文化財等の魅力を伝え、その活
用を図ります。
　市民等は、身近なまちの歴史や文化に関心を持ち、その魅力について周りに積極的に伝えることに努めます。

令和3年度平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

施策名 4

国県市指定文化財数〔累計〕 件 92 92 92 92 97 102

令和3年度
中間目標

指標 単位 基準値 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

9うち、事務事業評価対象

事務事業数 9 9 9

10,880

令和8年度
最終目標

11,210

事業費（千円） 51,678 38,085 35,974

文化財施設（奥山荘歴史館、黒川郷土文化伝習館、
シンクルトン記念館、胎内市美術館および桃崎浜文
化財収蔵庫）の入館者数〔年間〕

人 10,480 14,239 14,264 10,943

9 9

達成度

成果指標による
現状分析

達成度の
判断根拠

○ 概ね順調

　伝統芸能等保護活動団体数及び文化財施設の入込数については、目標を達成しているが、国県市指定文化財数についても目標の80％以上
達成している。

　文化財施設入込数については、中間目標をわずかに上回っているが、シンクルトン記念館と桃崎浜文化財収蔵庫は予約制で奥山荘歴史館
は、土日祝日の開館であるため、減少傾向となっている。



４　取組の状況と今後の方向性

施策の内容

これまでの主な取組と実績

・伝統芸能等の補助として、６団体に補助金を交付し、支援した。
・昔のくらしや歴史について、学習を深めるため市内外の小中学校に学習券又は利用券を配布した。

　高齢化に伴う地域芸能の衰退に鑑み、ビデオ撮影等を実施して保存を図ります。
　学校教育において、民具を活用した生活文化についての機会を設けます。

これまでの主な取組と実績

主な課題と今後の対応

② 伝統文化の保存と継承

① 文化財の調査と保護

施策の内容
・貴重な歴史・文化資源が失われないよう、遺跡の調査・発掘、郷土資料の収集・保管、収集済の文化財の保存・活用を計画的に行う。
・分散して立地している複数の文化財関連施設で巡回展を開くなど、市民が多くの歴史・文化に触れ、学ぶことができる機会を提供する。

・史跡城の山古墳については、今後、史跡を保存し整備活用へと進めるためるため、保存活用計画を策定した。
・史跡奥山荘城館遺跡確認調査空中写真撮影・奥山荘城館遺跡及び羽黒館測量
・市内遺跡（鳥坂城跡、下町・坊城遺跡、中倉遺跡）調査報告書の作成

主な課題と今後の対応

・各施設の所蔵品を美術館において展示・公開を進める。
・城の山古墳の保存活用計画に基づいて、整備基本計画を策定する。
・老朽化施設の維持管理



５　施策の今後の方針

施策の内容

する取組を支援します。

これまでの主な取組と実績

施策方針 ◎ 拡充

施策方針に関する
説明

　城の山古墳を保存し、適切な調査研究、管理を行いながら次世代へ継承することと、加えて、市民が史跡を通して郷土の愛着やほこりを
育み地域の活性化を図る。

・城の山古墳勉強会や美術館企画展ごとの講演会、鳥坂城跡の説明板の設置等を実施した。
・板額の宴を市民団体の「板額会」とともに奥山荘歴史の広場で開催し、地域の活性化を実現した。
・美術館では、サポーターズクラブより美観の維持・展示会の補助（受付・椅子の設置・撤去）等ご協力いただいた。また、談話室を用いた小展示や昔語りなどを
随時実施してきている。
・中条まつりでは実行委員会と連携しながら円滑な運営に努めた。
・古墳出土品の復元品を作成した。

主な課題と今後の対応

史跡シンポや説明板の設置、整備活用を図ります。
有形登録文化財（古い建造物）を町歩き等に活用し、市民に胎内市のよさをアピールします。
歴史講座等を通じて、市民ボランティア活動を支援します。
・事業運営上の事務の一部を市が担うなど「補助金等のあり方に関するガイドライン」にそぐわない状況が続いているため整理が必要
・中条まつり実行委員会への補助金の内訳について精査し、適正に執行されていることを確認することが必要。
・露店出店者にゴミの取扱いについて周知し、不法投棄などが無くなるよう、また近隣住民の迷惑とならないよう努める。
・城の山古墳出土品復元品を学校教育に活用していきます。

③ 歴史・文化資源を生かした地域の活性化



Ⅱ　施策を構成する事業等

140110 文化財保護事業 3,100 3,100 2,600 2,590 ○ ○ ② ② 生涯学習課

140111 史跡整備事業 4,700 3,200 4,496 2,646 ◎ ○ ① ① ○ 生涯学習課

140112 遺跡発掘調査事業 11,733 7,263 7,447 3,498 ◎ ○ ③ ③ 生涯学習課

140310 中条まつり事業 6,264 6,169 6,806 6,601 ○ ○ ③ ③ ○ 商工観光課

140322 史跡等総合活用事業 7,270 4,870 4,380 2,835 ○ ○ ② ② 生涯学習課

140323 奥山荘歴史の広場等運営事業 2,170 2,141 2,168 2,136 ○ ○ ③ ③ 生涯学習課

140320 郷土文化伝習館運営事業 2,676 2,533 2,657 2,297 ○ ○ ③ ③ 生涯学習課

140321
郷土文化保存伝習施設（シンクルトン記念館）運営事
業

978 962 926 896 ○ ○ ③ ③ 生涯学習課

140324 美術館運営事業 7,466 6,797 8,722 7,691 ◎ ○ ③ ③ ○ 生涯学習課

事業
コード

事務事業名
R1

事業費
R2

当初予算額
達成度

一次評価
今後の
方向性

二次評価
今後の
方向性

主な事業 担当課うち
一般財源

うち
一般財源

施策目標
に対する

貢献



事務事業評価シート（評価対象年度：令和元年度事業）

大 14 款 10

中 01 項 06

小 10 目 03

○

１ ５

２

国・県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

※事
業費
※事
業費 ６

３

７

８

４

④ ② ①

⑤ ③

⑥

⑦

△

○

○

実績

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

○：検討可能　△：一部検討可能　×：不可能　実施：実施済　一部実施：一部実施済

住民等の参画、協働は可能か

○：適正である　△：検討・見直しが必要　－：該当しない

受益者負担は事業コストに対して適正か

○：削減の余地なし　△：一部削減の余地あり　×：削減の余地あり

事業費や人件費に削減の余地はないか

○：改善の必要なし　△：一部改善が必要　×：改善が必要

事業実施のプロセスや手続きに改善が必要か

二次評価

今後の方向性 ②

効
率
性

改革改善の実施状況（平成29年度～）

・登録有形文化財（建造物）に登録プレートを設置した。

課
題
及
び
今
後
の
対
応
・

改
革
改
善
方
法

　2019年4月に文化財保護法が改正施行され、各自治体ごとに「文化財
保存活用地域計画」の作成が求められることとなった。
　地域計画は、各市町村が目指す目標や中長期的に取り組む具体的な
内容を記載した文化財の保存・活用に関する基本的なアクションプラ
ンで、法律に位置づけられるものであり、早期の計画作成が必要と
なったため、当市としても取り組まねばならない。取り組むことによ
り補助事業の採択条件が優位となる。メリットとして地域計画が国の
認定を受けた場合、当該計画に基づいて実施される取組に対し活用が
可能となる。

今後の方向性 ②

○

算出方法

担当係 文化・文化財係

事業年度 令和元年度 会計区分 一般会計

事業コード 140110

事務事業名 文化財保護事業
担当課 生涯学習課

教育費

施　策 4 郷土の歴史・文化
文化財の調査と保護 社会教育費

文化財保護事業 文化財保護費

基本政策 1 子育て・教育・学び
事業

コード

郷土の歴史・文化
予算
科目

事業の取組状況

達成度

事業の
目的・概要

文化財を適切に管理等するために、文化財保護審議会の開催や指定
団体に補助金を交付する。その他文化財全般業務。

達成度

平成29年度

事務区分
法定受託事務 自治事務 根拠法令 文化財保護法

法令による義務付け 努力義務＋任意 関連条例 関連計画

草刈り、文化財パトロールなどは委託できるがコ
ストがかかる。

○：検討可能　△：一部検討可能　×：不可能　実施：実施済　一部実施：一部実施済

民間への外部化(業務委託・指定管理者制度等)は可能か

平成30年度 令和元年度 令和2年度

0

事業の方向性（案）

指標値の状況

総事業費＋人件費 2,678 2,361 3,130

令和3年度

財源「その他」 内訳 桃崎浜文化財収蔵庫使用料　9千円

事業費の
主な支出内容

補助金及び負担金205千円（市文化財等保存団体169千円＋負担金
37千円）
施設光熱水費333千円　管理・警備委託861千円

単
位
コ
ス
ト

0 0

総事業費（千円） 2,650 2,331

24 9

3,100 2,600

0 10

0 0 0

事業の点検項目

○

事業費の状況（※平成29年度～令和元年度は決算額、令和2年度は当初予算額）

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

○

○

○：類似事業がない　×：類似事業がある

類似した事業が実施されていないか

○：貢献している　△：一部貢献している　×：あまり貢献していない

施策の目標に対してこの事業が貢献しているか

主な
実施内容

・施設の運営管理
・文化財保護審議会の開催
・文化財整備事業
・指定文化財等保存事業補助金交付

実施方法 市が直接実施＋補助・負担

協働または民間への外部
化が不可能な理由

事業が市民の需要（ニーズ）に合っているか

妥
当
性

○：需要がある　△：一部需要がある　▲需要が低下している　×：あまり需要が無い

△

正(h) 15 16 16

臨時(h) 0 0

人件費（千円） 28 30 30

2,626 2,322 3,100 2,590

0 0

0

成
果
指
標

名称
新規指定文
化財の指定
件数

新規指定文
化財の指定
件数

新規市指定
文化財の指
定件数

指定文化財
の看板整備
等

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

実績 2件 3件

目標 1件 1件

産
出
指
標

名称
指定文化財
の看板整備
等

指定文化財
の看板整備
等

指定文化財
の看板整備
等

指定文化財
の看板整備
等

目標 63件 63件 65件 65件 66件

実績 60件 62件

指定文化財
の看板整備
等

64件

1件 1件 1件

2件

指定文化財
の看板整備
等

コスト投入の方向性

縮
小

維
持

拡
大

◎：達成　○：概ね達成　△：やや達成していない　×：達成していない

達成度の
判定理由

目標を概ね達成した。 所
見

令和3年度

○

目標比 200.0% 300.0% 200.0%

休廃止

削
減

今後の方向性

成
果
の
方
向
性

拡充

維持

縮小
○ ○



事務事業評価シート（評価対象年度：令和元年度事業）

大 14 款 10

中 01 項 06

小 11 目 03

○

１ ５

２

国・県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

※事
業費
※事
業費 ６

３

７

８

４

④ ② ①

⑤ ③

⑥

⑦

二次評価

今後の方向性 ①

縮
小

維
持

拡
大

コスト投入の方向性

休廃止

今後の方向性

成
果
の
方
向
性

拡充

削
減

維持

縮小

所
見

目標比

実績 6地点 6地点

成
果
指
標

名称
公開活用史
跡数

公開活用史
跡数

史跡整備終
了地

目標 6地点

100.0%100.0% 100.0%

史跡整備終
了地

6地点

6地点 6地点 6地点 6地点

史跡整備終
了地

4,241㎡ 0㎡

実績

名称
公有化面積/
確認調査面
積

公有化面積/
確認調査面
積

公有化面積 公有化面積

325.21㎡/
212㎡

0㎡/
0㎡

臨時(h) 0 0 0 改革改善の実施状況（平成29年度～）

0 200 190

5,061

事業の方向性（案）

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

奥山荘は整備を進めてきており、2020年より城の山古墳の史跡整備を重点的に
実施する予定である。

産
出
指
標

令和2年度 令和3年度

8,089 1,118総事業費＋人件費

公有化面積

目標
325.21㎡/

200㎡
0㎡/

0㎡

指標値の状況

361

3,200 2,646

正(h)

事業の点検項目

○

○

○

5,728 0 1,500 1,850

8,089 747 4,700 4,496

△

○

事業の取組状況

効
率
性

△

×

○

0
算出方法

達成度

事業の
目的・概要

国史跡等を市民に公開活用するために奥山荘城館遺跡及び城の山古
墳等の史跡整備を実施する。

達成度

平成29年度

○：検討可能　△：一部検討可能　×：不可能　実施：実施済　一部実施：一部実施済

民間への外部化(業務委託・指定管理者制度等)は可能か

○：検討可能　△：一部検討可能　×：不可能　実施：実施済　一部実施：一部実施済

住民等の参画、協働は可能か

○：類似事業がない　×：類似事業がある

類似した事業が実施されていないか

○：貢献している　△：一部貢献している　×：あまり貢献していない

施策の目標に対してこの事業が貢献しているか

○：需要がある　△：一部需要がある　▲需要が低下している　×：あまり需要が無い

事業が市民の需要（ニーズ）に合っているか

事業費の状況（※平成29年度～令和元年度は決算額、令和2年度は当初予算額）

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

主な
実施内容

史跡整備に関する旅費、負担金、除草経費のみであり、整備事業は
休止中である。

妥
当
性

事業コード 140111

事務事業名 史跡整備事業
担当課

1

生涯学習課

教育費

施　策 4 郷土の歴史・文化
文化財の調査と保護 社会教育費

史跡整備事業 文化財保護費

基本政策 子育て・教育・学び
事業

コード

郷土の歴史・文化
予算
科目

担当係 文化・文化財係

事業年度 令和元年度 会計区分 一般会計

事務区分
法定受託事務 自治事務 根拠法令 文化財保護法

法令による義務付け 努力義務＋任意 関連条例 関連計画

課
題
及
び
今
後
の
対
応
・

改
革
改
善
方
法

　城の山古墳が2019年2月26日付けで国史跡に指定されたことから、
2019年度には整備活用計画を策定し、史跡整備を推進していく必要が
ある。
　奥山荘城館遺跡については、鳥坂城跡の確認調査を継続している
が、2020年度で一旦休止し、城の山古墳の整備を進めていく予定であ
る。ただし、坊城館跡の土地買い上げの要望があり、対応する必要が
ある。土地購入については、財源の絡みから財政課と協議・検討した
い。

今後の方向性 ①

実施方法

人件費（千円）

市が直接実施

財源「その他」 内訳  

事業費の
主な支出内容

賃金255、旅費255、需用費98、負担金70

0 0

0 371

2,341 747

総事業費（千円）

0

20 0 0 0

協働または民間への外部
化が不可能な理由

構想段階では、市民の参画は可能だが、実施は教
育委員会でのみ可能。

単
位
コ
ス
ト

○：適正である　△：検討・見直しが必要　－：該当しない

受益者負担は事業コストに対して適正か

○：削減の余地なし　△：一部削減の余地あり　×：削減の余地あり

事業費や人件費に削減の余地はないか

○：改善の必要なし　△：一部改善が必要　×：改善が必要

事業実施のプロセスや手続きに改善が必要か

平成30年度 令和元年度平成29年度

実績

達成度の
判定理由

目標どおり達成できた。

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

◎ ◎ ◎

◎：達成　○：概ね達成　△：やや達成していない　×：達成していない



事務事業評価シート（評価対象年度：令和元年度事業）

大 14 款 10

中 01 項 06

小 12 目 03

○ ○

１ ５

２

国・県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

※事
業費
※事
業費 ６

３

７

８

４

④ ② ①

⑤ ③

⑥

⑦

報告書作成
数

報告書作成
数

200.0% 200.0%

縮
小

1件 1件

今後の方向性

成
果
の
方
向
性

拡充

維持

縮小

報告書作成
数

本年度の事業を実施し、報告書を刊行した。

◎：達成　○：概ね達成　△：やや達成していない　×：達成していない

目標 1件 1件

コスト投入の方向性

休廃止

削
減

維
持

拡
大

実績 1件 2件 2件

二次評価

今後の方向性 ③

所
見

目標比 100.0%

達成度の
判定理由

実績 4件 5件

産
出
指
標

名称 発掘調査数 発掘調査数

2件

報告書作成
数

目標 3件 2件 2件 3件 3件

6件

発掘調査数 発掘調査数 発掘調査数

成
果
指
標

名称
報告書作成
数

事業の方向性（案）

実績

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

財源「その他」 内訳 事業者負担金1000、雇用保険料20

事業費の
主な支出内容

賃金3229、消耗品539、印刷製本費822、測量委託216、借上げ費
427

令和3年度

総事業費＋人件費 11,319 11,049 15,508

指標値の状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

臨時(h) 0 3,719 2,900

5,538 1,883

正(h) 720 800 690

4,646 3,775

0 1,070 1,020 1,013

0

総事業費（千円） 9,993 6,403

事業費の状況（※平成29年度～令和元年度は決算額、令和2年度は当初予算額）

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

0 0 0

○

×

△

実施方法 市が直接実施

協働または民間への外部
化が不可能な理由

本発掘調査については、委託可能であるが、コス
トが高くつく。

単
位
コ
ス
ト

○：適正である　△：検討・見直しが必要　－：該当しない

受益者負担は事業コストに対して適正か

○：削減の余地なし　△：一部削減の余地あり　×：削減の余地あり

11,733 7,447

○

○

4,455 3,450 3,450 2,936

7,263

　個人住宅・開発にかかわる確認調査５件及び、史跡内容確認調査
として鳥坂城跡の調査を実施し、年度末に報告書を刊行した。
　また、店舗建設に伴う緊急本発掘調査を実施し、年度末に報告書
を刊行した。

事業の点検項目

○

○

事業の取組状況

達成度

事業の
目的・概要

各種緊急調査及び重要遺跡・史跡の発掘調査に関する事業

達成度

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

◎ ◎ ◎

3,498

○

人件費（千円） 1,326

主な
実施内容

事務区分
法定受託事務 自治事務 根拠法令 文化財保護法

法令による義務付け 義務＋任意 関連条例 関連計画

子育て・教育・学び
事業

コード

郷土の歴史・文化
予算
科目

担当係 文化・文化財係

教育費

施　策 4 郷土の歴史・文化
文化財の調査と保護 社会教育費

遺跡発掘調査事業 文化財保護費

基本政策 1

事業コード 140112

事務事業名 遺跡発掘調査事業
担当課 生涯学習課

事業年度 令和元年度 会計区分 一般会計

○：貢献している　△：一部貢献している　×：あまり貢献していない

施策の目標に対してこの事業が貢献しているか

○：需要がある　△：一部需要がある　▲需要が低下している　×：あまり需要が無い

事業が市民の需要（ニーズ）に合っているか

妥
当
性

効
率
性

改革改善の実施状況（平成29年度～）

（該当なし）

課
題
及
び
今
後
の
対
応
・

改
革
改
善
方
法

　現在は、個人住宅建設に伴う確認調査などの小規模な調査が続いて
いるが、県営圃場整備事業に伴う大規模な調査が令和2年度以降始ま
る。
　したがって、早急に対応できる人材を育成し、文化財保護に遺漏の
ないように対応する必要がある。
　なお、史跡整備に伴う鳥坂城跡の確認調査は、令和2年度で一旦休止
する。

今後の方向性 ③

事業費や人件費に削減の余地はないか

○：改善の必要なし　△：一部改善が必要　×：改善が必要

事業実施のプロセスや手続きに改善が必要か

○：検討可能　△：一部検討可能　×：不可能　実施：実施済　一部実施：一部実施済

民間への外部化(業務委託・指定管理者制度等)は可能か

○：検討可能　△：一部検討可能　×：不可能　実施：実施済　一部実施：一部実施済

住民等の参画、協働は可能か

○：類似事業がない　×：類似事業がある

類似した事業が実施されていないか

算出方法



事務事業評価シート（評価対象年度：令和元年度事業）

大 14 款 07

中 03 項 01

小 10 目 02

○

１ ５

２

国・県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

※事
業費
※事
業費 ６

３

７

８

４

④ ② ①

⑤ ③

⑥

⑦

○：適正である　△：検討・見直しが必要　－：該当しない

受益者負担は事業コストに対して適正か

○：削減の余地なし　△：一部削減の余地あり　×：削減の余地あり

事業費や人件費に削減の余地はないか

○：改善の必要なし　△：一部改善が必要　×：改善が必要

事業実施のプロセスや手続きに改善が必要か

二次評価

事業の方向性（案）

△

改革改善の実施状況（平成29年度～）

・露店出店料金について、近隣市に比べ低い水準となっていたため、露店出店
者代表者と話し合い、R2年度から出店料金を値上げすることの了承を得た。

課
題
及
び
今
後
の
対
応
・

改
革
改
善
方
法

・中条まつり実行委員会への補助金は関係団体の運営にも充てられて
いるので、実態を把握しながら補助金のあり方を検討する。
・露店が減少傾向にあることから代表者と相談をしながら運営方法等
について検討する。

今後の方向性 ③

令和2年度 令和3年度

○

平成29年度 平成30年度

コスト投入の方向性

維持

縮小

実施方法 市が直接実施＋委託

財源「その他」 内訳 露店出店料 95千円

事業費の
主な支出内容

中条まつり補助金　5,960千円　ほか

達成度の
判定理由

台風等もなかったため前年度に比べ来場者が増えたものと考える。

今後の方向性 ③

所
見

休廃止

目標比

26,000件実績 34,000人

今後の方向性

成
果
の
方
向
性

拡充

削
減

縮
小

維
持

拡
大

287件 286件

◎：達成　○：概ね達成　△：やや達成していない　×：達成していない

◎ △ ○

102.0% 71.6%

成
果
指
標

名称 来場者数 来場者数 来場者数 来場者数 来場者数

目標 33,200人

90.0%

33,200人 28,900人 33,200人 33,200人

23,800人

令和2年度 令和3年度

産
出
指
標

露店出店数
（3日間延）

目標 350件 350件 350件 350件 350件

実績

名称
露店出店数
（３日間
延）

露店出店数
（３日間
延）

露店出店数
（3日間延）

露店出店数
（3日間延）

342件

実績

算出方法

6,100 6,240 6,169 6,601

総事業費＋人件費

正(h) 291 291 291

600

114

人件費（千円）

6,882

93 95 205

平成29年度 平成30年度 令和元年度

達成度

　伝統芸能である山車のあおりなどのイベントや露店の円滑な運営
による祭りを通じた地域活性化を行う。

達成度

平成29年度

事務区分

臨時(h) 77 77 77

単
位
コ
ス
ト

効
率
性

令和元年度

0 0 0 0

事業コード 140310

事務事業名 中条まつり事業
担当課 商工観光課

商工費

施　策 4 郷土の歴史・文化
歴史・文化資源を生かした地域の活性化 商工費

中条まつり事業 商工業振興費

基本政策 1 子育て・教育・学び
事業

コード

郷土の歴史・文化
予算
科目

担当係 商工振興係

○：検討可能　△：一部検討可能　×：不可能　実施：実施済　一部実施：一部実施済

住民等の参画、協働は可能か

○：類似事業がない　×：類似事業がある

類似した事業が実施されていないか

○：貢献している　△：一部貢献している　×：あまり貢献していない

○

主な
実施内容

来場者、参加者の安全確保、中条まつり実行委員会への補助、露店
商の出店管理

令和2年度 令和3年度

△

事業の
目的・概要

協働または民間への外部
化が不可能な理由

施策の目標に対してこの事業が貢献しているか

○：需要がある　△：一部需要がある　▲需要が低下している　×：あまり需要が無い

事業が市民の需要（ニーズ）に合っているか

妥
当
性 ○

実施

○

○

0 0 0 0

6,214 6,333 6,264 6,806

6,814 6,939

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

指標値の状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度

事業の取組状況

606 618

事業年度 令和元年度 会計区分 一般会計

法定受託事務 自治事務 根拠法令

総事業費（千円）

事業の点検項目

法令による義務付け 任意 関連条例 中条まつり補助金交付要綱 関連計画

○：検討可能　△：一部検討可能　×：不可能　実施：実施済　一部実施：一部実施済

民間への外部化(業務委託・指定管理者制度等)は可能か

事業費の状況（※平成29年度～令和元年度は決算額、令和2年度は当初予算額）



事務事業評価シート（評価対象年度：令和元年度事業）

大 14 款 10

中 03 項 06

小 22 目 03

○

１ ５

２

国・県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

※事
業費
※事
業費 ６

３

７

８

４

④ ② ①

⑤ ③

⑥

⑦休廃止

削
減

今後の方向性

成
果
の
方
向
性

拡充

維持

縮小
◎ ○

2,600人 2,600人 2,600人

2,900人

イベント・
講演会の参
加人数

コスト投入の方向性

縮
小

維
持

拡
大

◎：達成　○：概ね達成　△：やや達成していない　×：達成していない

達成度の
判定理由

板額の宴が好天だったため、参加者数が増加した。 所
見

令和3年度

△

目標比 78.0% 159.0% 111.5%

4回 4回 4回 4回 4回

実績 4回 2回

イベント数

3回

成
果
指
標

名称
イベント・
講演会の参
加人数

イベント・
講演会の参
加人数

イベント・
講演会の参
加人数

イベント・
講演会の参
加人数

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

実績 1,550人 4060人

目標 2,500人 2,550人

産
出
指
標

名称 イベント数 イベント数 イベント数 イベント数

目標

人件費（千円） 92 594 0

4,290 4,003 4,870 2,835

3,880 3,200

0

正(h) 50 320 0

臨時(h) 0 0

事業の点検項目

○

事業費の状況（※平成29年度～令和元年度は決算額、令和2年度は当初予算額）

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

△

○

○：類似事業がない　×：類似事業がある

類似した事業が実施されていないか

○：貢献している　△：一部貢献している　×：あまり貢献していない

施策の目標に対してこの事業が貢献しているか

主な
実施内容

板額の宴を実施し、歴史講演会等を実施した。また、城の山古墳出
土の剣・玉類・工具類・靫蓋を復元した。

実施方法 市が直接実施＋委託

協働または民間への外部
化が不可能な理由

事業が市民の需要（ニーズ）に合っているか

妥
当
性

○：需要がある　△：一部需要がある　▲需要が低下している　×：あまり需要が無い

実施

総事業費（千円） 8,170 7,203

0 0

7,270 4,380

0 0

0 0 0

0

事業の方向性（案）

指標値の状況

2,206円 790円 1,328円

総事業費＋人件費 8,262 7,797 7,270

令和3年度

財源「その他」 内訳 　

事業費の
主な支出内容

印刷製本費400千円、イベント委託費1777千円、イベント借上料
151千円

単
位
コ
ス
ト

2,400 1,545

事業の取組状況

達成度

事業の
目的・概要

史跡の価値を市民に知ってもらうために活用に関するイベントを開
催し、出土品の理解を助け、出前授業等に用いるために学校教育の
教材作成（城の山古墳出土品の複製品）を実施した。

達成度

平成29年度

事務区分
法定受託事務 自治事務 根拠法令 文化財保護法

法令による義務付け 努力義務＋任意 関連条例 関連計画

民間団体への委託は可能であるが、補助金事業の
対象外となる。

○：検討可能　△：一部検討可能　×：不可能　実施：実施済　一部実施：一部実施済

民間への外部化(業務委託・指定管理者制度等)は可能か

平成30年度 令和元年度 令和2年度

教育費

施　策 4 郷土の歴史・文化
歴史・文化資源を生かした地域の活性化 社会教育費

史跡等総合活用事業 文化財保護費

基本政策 1 子育て・教育・学び
事業

コード

郷土の歴史・文化
予算
科目

担当係 文化・文化財係

事業年度 令和元年度 会計区分 一般会計

事業コード 140322

事務事業名 史跡等総合活用事業
担当課 生涯学習課

二次評価

今後の方向性 ②

効
率
性

改革改善の実施状況（平成29年度～）

復元品を校外授業等で活用することができた。

課
題
及
び
今
後
の
対
応
・

改
革
改
善
方
法

　イベントとしての板額の宴の継続に加え、製作した城の山古墳の出
土品のレプリカを持参して学校等への出前授業、また歴史講演会等を
実施し、歴史のまち胎内を市内外に示していく。また、史跡を知って
もらうため、各施設（胎内市美術館・奥山荘歴史館・黒川郷土伝習
館）に展示を見たり体験教室に参加したりして、スタンプ台紙にスタ
ンプを押して伝統を深めていきたい。

今後の方向性 ②

○

算出方法 3,851千円/2,900人

○

○

○

実績

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

○：検討可能　△：一部検討可能　×：不可能　実施：実施済　一部実施：一部実施済

住民等の参画、協働は可能か

○：適正である　△：検討・見直しが必要　－：該当しない

受益者負担は事業コストに対して適正か

○：削減の余地なし　△：一部削減の余地あり　×：削減の余地あり

事業費や人件費に削減の余地はないか

○：改善の必要なし　△：一部改善が必要　×：改善が必要

事業実施のプロセスや手続きに改善が必要か



事務事業評価シート（評価対象年度：令和元年度事業）

大 14 款 10

中 03 項 06

小 23 目 03

○

１ ５

２

国・県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

※事
業費
※事
業費

○ ６

３

７

８

４

④ ② ①

⑤ ③

⑥

⑦休廃止

削
減

今後の方向性

成
果
の
方
向
性

拡充

維持

縮小
○ ○

12団体 12団体 12団体

12団体

利用団体数

コスト投入の方向性

縮
小

維
持

拡
大

◎：達成　○：概ね達成　△：やや達成していない　×：達成していない

達成度の
判定理由

入館者数・団体数とも目標を下回ったが、入館者数は昨年度比
120％であり、80％を達成した。

所
見

令和3年度

△

目標比 67%・75% 80%・70% 100.0%

210日 210日 81日 81日 81日

実績 210日 210日

開館日数

81日

成
果
指
標

名称
入館者数及
び団体利用
数

入館者数及
び団体利用
数

利用団体数 利用団体数

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

実績
1003人
15団体

1198人
14団体

目標
1500人
20団体

1500人
20団体

産
出
指
標

名称 開館日数 開館日数 開館日数 開館日数

目標

人件費（千円） 44 119 85

2,669 2,149 2,141 2,136

0 0

0

正(h) 24 64 45

臨時(h) 0 0

事業の点検項目

○

事業費の状況（※平成29年度～令和元年度は決算額、令和2年度は当初予算額）

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

○

△

○：類似事業がない　×：類似事業がある

類似した事業が実施されていないか

○：貢献している　△：一部貢献している　×：あまり貢献していない

施策の目標に対してこの事業が貢献しているか

主な
実施内容

奥山荘歴史館の運営管理を実施し、江上館・坊城館・韋駄天山遺跡
等の除草管理・野外トイレ管理等を実施した。

実施方法 市が直接実施

協働または民間への外部
化が不可能な理由

事業が市民の需要（ニーズ）に合っているか

妥
当
性

○：需要がある　△：一部需要がある　▲需要が低下している　×：あまり需要が無い

△

総事業費（千円） 2,971 2,228

302 79

2,170 2,168

29 32

0 0 0

0

事業の方向性（案）

指標値の状況

2,661円 1,790円 2,607円

総事業費＋人件費 3,015 2,347 2,255

令和3年度

財源「その他」 内訳 入館料20 ・資料販売料20・史跡地賃借料39

事業費の
主な支出内容

賃金1074、光熱水費755、警備委託146

単
位
コ
ス
ト

0 0

事業の取組状況

達成度

事業の
目的・概要

史跡を市民に公開するために、奥山荘歴史の広場等の運営・維持管
理を行う。

達成度

平成29年度

事務区分
法定受託事務 自治事務 根拠法令 文化財保護法

法令による義務付け 努力義務＋任意 関連条例 奥山荘歴史の広場条例 関連計画

最低コスト（最低賃金と光熱水費）でやってお
り、受託する業者がいるとは思えない。

○：検討可能　△：一部検討可能　×：不可能　実施：実施済　一部実施：一部実施済

民間への外部化(業務委託・指定管理者制度等)は可能か

平成30年度 令和元年度 令和2年度

教育費

施　策 4 郷土の歴史・文化
歴史・文化資源を生かした地域の活性化 社会教育費

奥山荘歴史の広場等運営事業 文化財保護費

基本政策 1 子育て・教育・学び
事業

コード

郷土の歴史・文化
予算
科目

担当係 文化・文化財係

事業年度 令和元年度 会計区分 一般会計

事業コード 140323

事務事業名 奥山荘歴史の広場等運営事業
担当課 生涯学習課

二次評価

今後の方向性 ③

効
率
性

改革改善の実施状況（平成29年度～）

開館日を令和元年度から土日祝日とし、平日は予約制とした。入館者が18.5％
下がったが、運営費も約半分にすることができた。

課
題
及
び
今
後
の
対
応
・

改
革
改
善
方
法

利用状況に応じた開館日に見直して効率的な運営を行うことで、経費
の削減を図る。学校の授業でも活用する。

今後の方向性 ③

○

算出方法 入場者一人当たり収支

×

○

○

実績

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

○：検討可能　△：一部検討可能　×：不可能　実施：実施済　一部実施：一部実施済

住民等の参画、協働は可能か

○：適正である　△：検討・見直しが必要　－：該当しない

受益者負担は事業コストに対して適正か

○：削減の余地なし　△：一部削減の余地あり　×：削減の余地あり

事業費や人件費に削減の余地はないか

○：改善の必要なし　△：一部改善が必要　×：改善が必要

事業実施のプロセスや手続きに改善が必要か



事務事業評価シート（評価対象年度：令和元年度事業）

大 14 款 10

中 03 項 06

小 20 目 08

○

１ ５

２

国・県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

※事
業費
※事
業費 ６

３

７

８

４

④ ② ①

⑤ ③

⑥

⑦

課
題
及
び
今
後
の
対
応
・

改
革
改
善
方
法

　伝習館は、学校教育における昔のくらし授業において、民具を見学
する場であり、勾玉つくり、火おこしなど体験学習ができる場である
ことから、美術館とともに活用を図り、利用者数を伸ばしていくこと
とする。

今後の方向性 ③

100.0%

休廃止

削
減

所
見

二次評価

今後の方向性 ③
今後の方向性

成
果
の
方
向
性

拡充

維持

縮小

実施方法 市が直接実施

財源「その他」 内訳 入館料　143千円

事業費の
主な支出内容

賃金1,220千円、警備委託319千円、光熱水費668千円

達成度の
判定理由

市民をはじめ、市外団体にも郷土の歴史文化を伝えた。

単
位
コ
ス
ト

○：適正である　△：検討・見直しが必要　－：該当しない

受益者負担は事業コストに対して適正か

○：削減の余地なし　△：一部削減の余地あり　×：削減の余地あり

事業費や人件費に削減の余地はないか

○：改善の必要なし　△：一部改善が必要　×：改善が必要

効
率
性

改革改善の実施状況（平成29年度～）

コスト投入の方向性

縮
小

維
持

拡
大

◎：達成　○：概ね達成　△：やや達成していない　×：達成していない

実績 40団体

目標比 88.0% 100.0%

利用団体 利用団体 利用団体 利用団体 利用団体数

目標 45団体 46団体 47団体 47団体 47団体

46団体 47団体

目標 210日 210日 210日 210日 210日

実績 210日 210日 210日

実績

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

事業の方向性（案）

美術館所蔵品を加えて展示コーナーを増設した。また、小中学校の学習テーマ
に合わせて、縄文・弥生・民俗の体験展示コーナーを設けた。

総事業費＋人件費 3,731 3,770 3,855

成
果
指
標

指標値の状況

産
出
指
標

名称 開館日数 開館日数 開館日数 開館日数 開館日数

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

名称

臨時(h) 1,264 1,220 1,210

正(h) 80 82 79

○

○

主な
実施内容

郷土文化伝習館を開館し、郷土の歴史文化を市内外に紹介した。ま
た小中学校の校外学習、体験学習を通年実施した。併設する美術館
と共通券を発行し、協同で企画展、講演会、資料の収集等を行っ
た。

事業費の状況（※平成29年度～令和元年度は決算額、令和2年度は当初予算額）

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

○

○

○

協働または民間への外部
化が不可能な理由

事業実施のプロセスや手続きに改善が必要か

妥
当
性 住民等の参画、協働は可能か

○：類似事業がない　×：類似事業がある

類似した事業が実施されていないか

○：貢献している　△：一部貢献している　×：あまり貢献していない

施策の目標に対してこの事業が貢献しているか

○：需要がある　△：一部需要がある　▲需要が低下している　×：あまり需要が無い

総事業費（千円） 2,528 2,581 2,676 2,657

令和3年度

○ ○ ○

人件費（千円） 1,203 1,189 1,179

2,128 2,425 2,533 2,297

0 0

ﾎﾞﾗﾝティアガイドの導入は可能だが、資料管理は
教育委員会のみ可能といえる。

○：検討可能　△：一部検討可能　×：不可能　実施：実施済　一部実施：一部実施済

民間への外部化(業務委託・指定管理者制度等)は可能か

○：検討可能　△：一部検討可能　×：不可能　実施：実施済　一部実施：一部実施済
△

×

400 156 143 360

0 0 0
算出方法

令和3年度

0 0

0

事業の取組状況

達成度

事業の
目的・概要

市民に郷土の歴史を知ってもらい、体験学習を実施するため郷土文
化伝習館の運営管理を行う。

達成度

平成29年度

事務区分
法定受託事務 自治事務 根拠法令 文化財保護法

法令による義務付け 努力義務＋任意 関連条例 黒川郷土文化伝習館設置条例 関連計画

事業が市民の需要（ニーズ）に合っているか

事業の点検項目

○

平成30年度 令和元年度 令和2年度

教育費

施　策 4 郷土の歴史・文化
歴史・文化資源を生かした地域の活性化 社会教育費

郷土文化伝習館運営事業 郷土文化伝習館費

基本政策 1 子育て・教育・学び
事業

コード

郷土の歴史・文化
予算
科目

担当係 文化・文化財係

事業年度 令和元年度 会計区分 一般会計

事業コード 140320

事務事業名 郷土文化伝習館運営事業
担当課 生涯学習課



事務事業評価シート（評価対象年度：令和元年度事業）

大 14 款 10

中 03 項 06

小 21 目 12

○

１ ５

２

国・県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

※事
業費
※事
業費 ６

３

７

８

４

④ ② ①

⑤ ③

⑥

⑦

施策の目標に対してこの事業が貢献しているか

○：需要がある　△：一部需要がある　▲需要が低下している　×：あまり需要が無い

事業が市民の需要（ニーズ）に合っているか

妥
当
性

効
率
性

改革改善の実施状況（平成29年度～）

油井戸周辺、公園内のフェンス設置、補強などを実施した。

課
題
及
び
今
後
の
対
応
・

改
革
改
善
方
法

利用状況に応じた開館日に見直して効率的な運営を行うことで、経費
の削減を図る。また、館の映像機の故障修理に費用がかかることから
基本的に閉館とし、開館を予約時のみとする。本公園のメインは、油
坪であり、現地見学を主としてもらうこととする。
予約時のみ開館であるが、土日に集中するため、地元に管理委託する
ことも検討したい。

今後の方向性 ③

事業の方向性（案）

算出方法

令和3年度

○

○

○

○

△

△

財源「その他」 内訳 入館料　16千円

事業費の
主な支出内容

賃金1,179千円、警備・浄化槽委託424千円、光熱水費448千円、
借地料54千円

達成度の
判定理由

市民をはじめ、市外団体にも郷土の歴史文化を伝えた

協働または民間への外部
化が不可能な理由

草刈等は可能であるが、史跡の取り扱いは教育委
員会となる。

単
位
コ
ス
ト

○：適正である　△：検討・見直しが必要　－：該当しない

受益者負担は事業コストに対して適正か

○：削減の余地なし　△：一部削減の余地あり　×：削減の余地あり

事業費や人件費に削減の余地はないか

○：改善の必要なし　△：一部改善が必要　×：改善が必要

事業実施のプロセスや手続きに改善が必要か

二次評価

今後の方向性 ③

所
見

成
果
の
方
向
性

拡充

維持

コスト投入の方向性

休廃止

削
減

維
持

拡
大

目標比 100.0% 100.0% 100.0%

縮
小

今後の方向性

実績 10団体 11団体 5団体

◎：達成　○：概ね達成　△：やや達成していない　×：達成していない

縮小

成
果
指
標

名称

開館日数

5団体

利用団体数

目標 210日 210日 10日 10日 10日

13日

開館日数 開館日数 開館日数

利用団体数 利用団体数 利用団体数

目標 10団体 11団体

利用団体数

5団体 5団体

指標値の状況

平成29年度

実績 210日 210日

産
出
指
標

名称 開館日数

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

臨時(h) 1,216 1,179 0

総事業費＋人件費 3,388 3,744 978

実績

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

0 0

2,124 2,526

正(h) 50 51 0

人件費（千円） 1,107 1,097 0

住民等の参画、協働は可能か

○：類似事業がない　×：類似事業がある

類似した事業が実施されていないか

○：貢献している　△：一部貢献している　×：あまり貢献していない

157 121 16 30

0

2,281 2,647 978 926

0 0 0 0

事業費の状況（※平成29年度～令和元年度は決算額、令和2年度は当初予算額）

平成29年度 平成30年度 令和元年度

達成度

事業の
目的・概要

市民に史跡・天然記念物を公開するためにシンクルトン記念館の管
理運営を行う。

達成度

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

○ ○ ○

実施方法 市が直接実施

総事業費（千円）

962 896

令和2年度 令和3年度

0

基本政策 1

主な
実施内容

シンクルトン記念館を開館し、郷土の歴史文化を市内外に紹介し
た。また小中学校の校外学習、体験学習を通年実施した。燃水祭を
通して地域の歴史伝承に貢献した。

事務区分
法定受託事務 自治事務 根拠法令 文化財保護法

法令による義務付け 努力義務＋任意 関連条例 郷土文化保存伝習施設設置条例 関連計画

事業の点検項目

子育て・教育・学び
事業

コード

○

○

事業の取組状況

○：検討可能　△：一部検討可能　×：不可能　実施：実施済　一部実施：一部実施済

民間への外部化(業務委託・指定管理者制度等)は可能か

○：検討可能　△：一部検討可能　×：不可能　実施：実施済　一部実施：一部実施済

郷土の歴史・文化
予算
科目

担当係 文化・文化財財係

教育費

施　策

事業コード 140321

事務事業名
郷土文化保存伝習施設（シンクルトン記念館）運営事
業

担当課 生涯学習課

事業年度 令和元年度 会計区分 一般会計

4 郷土の歴史・文化
歴史・文化資源を生かした地域の活性化 社会教育費

郷土文化保存伝習施設（シンクルトン記念館）運営事業 郷土文化保存伝習施設費（シンクルトン記念館）



事務事業評価シート（評価対象年度：令和元年度事業）

大 14 款 10

中 03 項 06

小 24 目 14

○ ○

１ ５

２

国・県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

※事
業費
※事
業費

○ ６

３

７

８

４

④ ② ①

⑤ ③

⑥

⑦

郷土の歴史・文化
予算
科目

担当係 文化財係

教育費

施　策

事業コード 140324

事務事業名 美術館運営事業
担当課 生涯学習課

事業年度 令和元年度 会計区分 一般会計

4 郷土の歴史・文化
歴史・文化資源を生かした地域の活性化 社会教育費

美術館運営事業 美術館費

基本政策 1

主な
実施内容

長谷川朝子展・坂爪勝幸陶展・北前船と船絵馬展・大平實とロ
ジャーシュナイール展・市内在住県展・芸展作家展Ⅲを実施し、共
通利用券、年間パスポートをスタートした。またレザークラフト・
マグネット作り、ジュエリーデザイン、スノードーム作り、つるし
雛作り等のワークショップ、昔話を楽しむ会、歴史講座なども実施
した。

事務区分
法定受託事務 自治事務 根拠法令 文化財保護法

法令による義務付け 義務＋任意 関連条例 胎内市美術館設置条例 関連計画

事業の点検項目

子育て・教育・学び
事業

コード

○

○

事業の取組状況

○：検討可能　△：一部検討可能　×：不可能　実施：実施済　一部実施：一部実施済

民間への外部化(業務委託・指定管理者制度等)は可能か

○：検討可能　△：一部検討可能　×：不可能　実施：実施済　一部実施：一部実施済

達成度

事業の
目的・概要

市民の芸術文化に対する関心に応えるため、胎内市美術館の運営管
理を行う

達成度

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

◎ ◎ ◎

実施方法 市が直接実施

総事業費（千円）

6,797 7,691

令和2年度 令和3年度

0

住民等の参画、協働は可能か

○：類似事業がない　×：類似事業がある

類似した事業が実施されていないか

○：貢献している　△：一部貢献している　×：あまり貢献していない

848 1,113 669 1,031

0

9,198 7,898 7,466 8,722

0 0 0 0

事業費の状況（※平成29年度～令和元年度は決算額、令和2年度は当初予算額）

平成29年度 平成30年度 令和元年度

0 0

8,350 6,785

正(h) 200 210 210

人件費（千円） 368 390 399

実績

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

指標値の状況

平成29年度

実績 310日 310日

産
出
指
標

名称 開館日数

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

臨時(h) 3,833 3,585 3,450

総事業費＋人件費 9,566 8,288 7,865

開館日数

52団体

利用団体数

目標 310日 310日 310日 310日 310日

310日

開館日数 開館日数 開館日数

利用団体数 利用団体数 利用団体数

目標 50団体 51団体

利用団体数

52団体 52団体

コスト投入の方向性

休廃止

削
減

維
持

拡
大

目標比 100.0% 100.0% 100.0%

縮
小

今後の方向性

実績 50団体 51団体 52団体

◎：達成　○：概ね達成　△：やや達成していない　×：達成していない

縮小

成
果
指
標

名称

財源「その他」 内訳 入館料　669千円

事業費の
主な支出内容

賃金3,450千円、光熱水費785千円、印刷製本988千円、警備委託
405千円、燃料費359千円

達成度の
判定理由

本年度の事業をすべて実施した。

協働または民間への外部
化が不可能な理由

館内維持管理については、一部委託可能である
が、コストが高くつく。

単
位
コ
ス
ト

○：適正である　△：検討・見直しが必要　－：該当しない

受益者負担は事業コストに対して適正か

○：削減の余地なし　△：一部削減の余地あり　×：削減の余地あり

事業費や人件費に削減の余地はないか

○：改善の必要なし　△：一部改善が必要　×：改善が必要

事業実施のプロセスや手続きに改善が必要か

二次評価

今後の方向性 ③

所
見

成
果
の
方
向
性

拡充

維持

施策の目標に対してこの事業が貢献しているか

○：需要がある　△：一部需要がある　▲需要が低下している　×：あまり需要が無い

事業が市民の需要（ニーズ）に合っているか

妥
当
性

効
率
性

改革改善の実施状況（平成29年度～）

年間パスポートの実施によりリピーターが増加し、利用者の利便性を高めた。
また、サポーターズクラブメンバーとの協働により、ワークショップ等を実施
し、利用者が増加した。

課
題
及
び
今
後
の
対
応
・

改
革
改
善
方
法

　年4～5回の企画展示会を開催しながら、他の業務をこなすことは、
非常に大きな負担であるが、経験や実績により事業内容に趣向を凝ら
し、事業運営を図りたい。
　展示以外にも無料の談話室スペースを活用した小展示やワーク
ショップなどを実施しており、市民に親しまれる美術館づくりを継続
していきたい。

今後の方向性 ③

事業の方向性（案）

算出方法

令和3年度

○

○

○

○

実施

△


